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平成１８年２月期   中 間 決 算 短 信（連結）       平成17年10月13日 

上 場 会 社 名  株式会社 髙 島 屋              上場取引所    大・東 

コ ー ド 番 号  ８２３３                                     本社所在都道府県 大阪府 

（ＵＲＬ http：//www.takashimaya.co.jp） 
代 表 者 役職名    取締役社長 氏名  鈴 木  弘 治 
問合せ先責任者 役職名    広報・ＩＲ室長 氏名  森 島   敏  ＴＥＬ 03－3246－4636
決算取締役会開催日  平成17年10月13日      米国会計基準採用の有無      有・◯無 

１．17年8月中間期の連結業績（平成17年3月1日～平成17年8月31日） 

（１）連 結 経 営 成 績              (注)記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
 営 業 収 益         

〔 売 上 高 〕         
営 業 利 益          経 常 利 益         

 
17年8月中間期 

 
16年8月中間期 

 

      百万円   ％  （実質）
   ４９７,０５１ △ 1.4  (△1.0) 
〔  ４７６,２４２ △ 1.7〕 (△1.4) 
    ５０４,３５２ △12.3  (△2.7) 
〔  ４８４,４３４ △12.9〕（△2.8) 

百万円   ％ 
  １４,３８４    22.4 
 
   １１,７５５    9.7 
 

     百万円   ％ 
  １６,７０６     18.1 
 
１４,１４４   19.1 

 
1７ 年 2 月 期 １,０２６,３５３  △ 7.9  (△3.0) 

 〔 ９８６,０９８  △ 8.3〕 (△3.1) 
    ２８,９９６    14.3 ３２,６７３     22.6 

 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 1株当たり中間(当期)純利益 

潜在株式調整後1株当たり 
中間（当期）純利益 

 
17年8月中間期 
16年8月中間期 

           百万円   ％  
          ７,８６２  45.6 

   ５,４０１ △67.9 

               円      銭 
         ２５     ５１ 
         １７     ５２ 

円      銭
         ２４     ３８ 
           １６     ７３ 

1 7 年 2 月 期      １３,９４６    ―          ４５     ２５        ４３     ２３ 

(注)①持分法投資損益    17年8月中間期 1,062百万円   16年8月中間期    918百万円   17年2月期  1,859百万円 

②期中平均株式数（連結）17年8月中間期 308,156,636株   16年8月中間期308,204,416株   17年2月期308,192,051株 

③会計処理の方法の変更  有・◯無 

④営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期（前期）増減率 

⑤連結子会社の決算期変更並びに異動を考慮した実質的な営業収益の増減率は当中間期△1.0%、前中間期△2.7%及び前連結会計年度 

△3.0%であります。 

（２）連 結 財 政 状 態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
17年8月中間期 
16年8月中間期 

百万円 
７６６,６７７ 
７７３,１５２ 

百万円
      ２０５,６４７ 
      １９０,６８９ 

％ 
２６.８ 
２４.７ 

     円   銭 
６６７  ３７ 
６１８  ７３ 

1 7 年 2 月 期 ７７１,４８３    １９５,４０７ ２５.３   ６３４    ０９ 

(注)期末発行済株式数（連結）17年8月中間期 308,143,052株  16年8月中間期308,191,708株  17年2月期308,166,598株 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による          
キャッシュ・フロー          

投資活動による          
キャッシュ・フロー          

財務活動による          
キャッシュ・フロー          

現金及び現金同等物          
期 末 残 高          

 
17年8月中間期 
16年8月中間期 

百万円 
１６,３５９ 
６,３３２ 

百万円
     １,４２８ 
  △    ７,１００ 

百万円 
   △   ８,７３９ 
   △  １４,４９９ 

百万円
     ７０,９８２ 
        ４２,１２５ 

1 7 年 2 月 期 ２５,６９２ １,４４５ △  ２３,３０５      ６１,２５５ 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項    （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結子会社数３０社 持分法適用関連会社数９社      連結  (新規) ５社（除外）１ 社 持分法 (新規) ０ 社（除外）０ 社 
２．18年2月期の連結業績予想（平成17年3月1日～平成18年2月28日) 

 営 業 収 益         
〔 売 上 高 〕         

営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 
通  期      

 

       百万円  ％ （実質）
１,０２１,８００ △0.4  (△0.3）
〔 ９８０,０００  △0.6〕(△0.6)

百万円   ％
 ３１,３００ 7.9

 百万円   ％ 
  ３４,６００ 5.9 

  百万円  ％
１７,６００  26.2

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期)   ５７円１１銭 
（注）①営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

②上記連結業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の11,12ページを参照ください。 

③連結子会社の決算期変更並びに異動を考慮した実質的な営業収益の増減率は通期△0.3%であります。 
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【企業集団の状況】 

 

 (1)企業集団の概要は、次のとおりであります。 

 当社の企業集団は、当社と子会社37社及び関連会社17社で構成され、百貨店業を主要業務として、建装事業、

不動産業及び金融・リース業等を営んでおります。 

 当社グループが営んでいる主な事業内容と位置づけは、次のとおりであります。 

① 百貨店業（専門店、飲食業を含む。） 

  当社、連結子会社のタカシマヤ・シンガポールLTD.等の子会社13社及び関連会社5社で構成し、商品の供  

給、商品券等の共通取扱を行っております。 

② 建装事業 

    連結子会社の髙島屋スペースクリエイツ㈱等の子会社3社で構成し、内装工事の受注・施工を行っておりま

す。 

   ③ 不動産業 

        連結子会社の東神開発㈱等の子会社4社及び関連会社4社で構成し、当社グループの不動産管理とショッピ

ングセンター等の運営を行っております。 

   ④ 金融・リース業 

         連結子会社の髙島屋クレジット㈱等の子会社3社で構成し、グループ各社と金融・リース業を行っておりま

す。 

   ⑤ その他事業 

     連結子会社の㈱グッドリブ等の子会社3社及び関連会社4社は、グループ各社へ商品の供給を行っておりま

す。 

      連結子会社の㈱タップは衣料品の製造・加工業を営み百貨店各社に商品の供給を行っております。 

         連結子会社の㈱エー・ティ・エー等子会社2社は広告宣伝業、連結子会社の㈱ティー・エル・コーポレーシ

ョンは運送業を行っております。 

         連結子会社の㈱ホテルシーガル髙島屋等子会社3社及び関連会社1社はレジャー 関連業を行っております。 

     当社、連結子会社の㈱センチュリーアンドカンパニー等の子会社4社及び関連会社3社は、通信販売事業そ

の他を行っております。 
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 （2）グループ事業系統図 
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髙島屋スペースクリエイツ㈱  

 

㈱タック  

  

☆ﾀｶｼﾏﾔ(ﾀｲﾗﾝﾄ゙ )CO.,LTD 

建装事業 

   東神開発㈱  

  

※㈱パンジョ  

 

○ビッグステップ㈱  

 

○ﾅﾄ ･ーｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱  

 ﾀｶｼﾏﾔ･ﾌｨﾌｽｱﾍﾞﾆｭー ･CORP. 

  

※ ﾆｰｱﾝ ﾃ゙ｨﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ PTE.,LTD. 

 

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ﾎﾝｺﾝ･ｴﾝﾀー ﾌ゚ﾗｲｽ･゙LTD. 

 

☆ﾄー ｼﾝﾃ゙ｨﾍﾛ゙ｯﾌﾒ゚ﾝﾄ ｲﾝﾀー ﾅｼｮﾅﾙ PTE.,LTD  

不動産業 

 髙島屋クレジット㈱  

  

髙栄リース㈱  

 

☆㈱東神ジェネラルクリエイト  

金融・ﾘｰｽ業 

連結財務諸表提出会社 

  

㈱髙島屋 

㈱岡山髙島屋 

 

㈱岐阜髙島屋 

 

㈱米子髙島屋 

 

㈱高崎髙島屋 

 

 ㈱髙島屋友の会  

  

㈱ファッションプラザ２１  

  

㈱サンローゼ・ピーアンドシー

  

㈱アール・ティー・コーポレーション 

 

※㈱新南海ストア  

 

※㈱ジェイアール東海髙島屋 

 

※㈱伊予鉄髙島屋 

百 貨 店 業 その他事業 

 （卸売事業）  

 ㈱グッドリブ  

 

 ㈱ローザ  

 

※㈱ロジエ  

 

☆台北髙島屋国際股份有限公司 

 

○㈱ｼｮ゙ー ｼ ゙ｼﾞｪﾝｾﾝ ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

 

○ﾋﾟｴｰﾙ･ｶﾙﾀﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 

○S.A.ルロア  

（衣料品加工業） 

  

 ㈱タップ  

 

（広告宣伝業）  

 ㈱エー・ティ・エー  

 

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｱﾄ゙ﾊﾞﾀｲｼﾞﾝｸﾞ&           

         ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝPTE.LTD 

（運送業） 

  

 ㈱ティー・エル・コーポレーション  

                          

 （その他）  

  ㈱髙島屋：通信販売事業本部 

  

㈱センチュリーアンドカンパニー 

  

㈱ホテルシーガル髙島屋 

  

髙島屋ビルメンテナンス㈱ 

 

髙島屋ビジネスサービス㈱ 

 

㈱関東ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀ  ー

  

ﾃｨー ｽ  ゙ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱ 

  

たまがわ生活文化研究所㈱ 

 

※㈱ゴールデン・スパ・ニューオータニ 

  

※㈱関西ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀ  ー

 

○ディーエイチシー新宿㈱ 

 

○㈱日本橋まちづくり企画 

人
材
派
遣･

清
掃
委
託
等 

(注)無印…･･連結子会社 

※ ……・持分法適用関連会社 

☆ ……・非連結子会社 

  〇……・持分法非適用関連会社 
 

 ﾀｶｼﾏﾔ･ｼﾝｶﾞﾎﾟー ﾙ LTD. 

 

 ﾀｶｼﾏﾔ･ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ・ INC. 

 

 ﾀｶｼﾏﾔ･ﾆｭｰﾖｰｸ･ INC.  

 

ﾀｶｼﾏﾔ･ﾆｭｰﾖｰｸ･ＬＬＣ 
 

※大葉髙島屋百貨股份有限公司
 

○統一髙島屋百華股份有限公司

 

☆ﾀｶｼﾏﾔ(ﾌﾗﾝｽ)S.A.  

 

物
流
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【経営方針】 

１．会社の経営の基本方針 

当社グループは、「いつも、人から。」を経営理念として掲げております。この経営理念には、従業員一人ひとり

が「人」としての思いやりや誠実さをもち、自主性・創造性を発揮して行動すること、そしてグループを取り巻くす

べての「人」（ステークホルダー）との信頼を深め、ともにこころ豊かな暮らしを築いていきたいという強い思いが

込められています。 
お客様の豊かな暮らしの実現に奉仕すること、革新的な経営を推進すること、公正で透明な企業活動や社会貢献に

より社会的責任を果たしていくことなど、企業が成長・発展していくための原動力はすべて「人」に集約されます。

企業に対し、より強い倫理観が求められる社会潮流の中で、当社グループはこれからも経営の原点を「人」におき、

すべてのステークホルダーの皆様の期待に応えるための取り組みを進めてまいります。 
特にお客様は当社グループの財産であり、ブランド価値の源泉です。お客様からの支持・信頼に応え、さらなるご

愛顧を頂くことを目標に、「お客様第一主義」を当社グループにおける基本姿勢とし、ワンランク上の商品・情報・

サービスを最適な形で編集・提供してまいります。「お買い物の楽しさ」「非日常性」を実現する「ゆとり」「やす

らぎ」「つどい」を提供し、心の満足が得られる商品とサービスを提供する「上質生活百華店」、これが当社の目指

す百貨店像であります。 

本年９月には「タカシマヤグループＣＳＲ＊レポート」を発行いたしましたが、今後も社内外へ向けた情報開示を徹

底するとともに、お客様や株主・投資家の皆様を始めステークホルダーの方々とのコミュニケーションを強化し、ご

意見・ご要望を企業活動に反映させてまいります。また環境保全活動におきましても、髙島屋グループ環境理念のも

と環境対策に積極的に取り組むとともに、環境リスクマネジメントの徹底に努めてまいります。 

＊ＣＳＲ  ＣＯＲＰＯＲＡＴＥ ＳＯＣＩＡＬ ＲＥＳＰＯＮＳＩＢＩＬＩＴＹの略で、「企業の社会的責任」。 

 
２．会社の利益配分に関する基本方針 
 
当社では、将来に備え経営基盤を強化することにより安定的な配当水準を維持することを基本スタンスとしながら、 

業績や経営環境を総合的に勘案するとともに、連結・単体の両面から配当性向３０％を目処として、株主の皆様への

利益還元を図ってまいります。 
内部留保資金につきましては、各店舗の改装など営業力の拡充及び財務体質の強化のための原資として活用させて

いただく所存であります。 
 
３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
 
当社は、個人投資家層の拡大及び株式流通の活性化を重要課題と認識しております。投資単位の引下げにかかる施

策につきましては、その費用ならびに効果等を検討したうえで、株主利益の最大化を基本に決定してまいりたいと考

えておりますが、現段階におきましては、具体的な施策及びその時期につきましては未定であります。 
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４．目標とする経営指標 
 

当社グループは、本年４月に「髙島屋グループ長期プラン（＝新・成長戦略）」を策定しました。本プランの最終

年度である平成23年度における連結数値目標は、以下の通りであります。なお、この数値目標は現時点における目標

設定であり、経営環境の変化に応じて毎年期初に見直します。 
  ○営業収益  １兆１，３００億円 
  ○経常利益      ５００億円 
  ○有利子負債   １，５００億円 
  ○ＲＯＡ        ６．０％（経常利益／総資産） 
 

 
５．中長期的な会社の経営戦略 
 
当社グループは、平成１５年度より、営業費構造改革とＭＤ構造改革を２本柱とする経営改革に着手し、総力をあ

げて取り組みを進めてきました。その結果、１５年度に続き１６年度も増益となり、着実に利益創出できるローコス

トな経営基盤を構築しつつあります。 
この成果をベースに、当社グループがさらに発展していくため、「髙島屋グループ長期プラン（＝新・成長戦略）」

を策定しました。将来の成長戦略を描き、経営者から店頭の販売員までが価値観を共有し、同じベクトルで取り組む

ことにより、新たな成長を目指します。 

 

６．会社の対処すべき課題 
 
 今後の当社グループを取り巻く経営環境は、少子高齢化による生産人口の減少や増税による可処分所得の減少に加

え、小売業界のオーバーストア化がさらに進むなど、一段と厳しさが増すことが予想されます。このため中長期的に

は営業力強化に向けた継続的な取組みを実施しない限り、売上高が前年を上回ることは想定しにくいものと思われま

す。こうした認識のもと、「髙島屋グループ長期プラン（＝新・成長戦略）」の実現に向け、「お客様第一主義の徹

底」を基本姿勢に、以下の取り組みを行っていきます。 
 
（１） 営業力強化のための投資 

   今後、既存店への投資をまったく行わない場合、７年間で約９００億円の売上減少が見込まれます。これに対

応するため、日本国内にバランスよく配置されている大型店を中心に７年間で９００億円のリニューアル投資を

実施し、大型店でのＭＤ共通化施策の推進、プロフェッショナルな人材の育成、特徴ある売場づくりなどによっ

て、１，０００億円の売上確保を見込みます。 

 

（２） 成長戦略のための投資 

今後も競合店との競争激化が予想される中、より一層の特徴化とサービスの向上が求められます。平成１５年

に玉川店の増床と平成１６年に東京店のリニューアルを実施し、増収効果を得ましたが、今後の成長のためには

店舗の増床などによる競争力獲得は不可欠といえます。また、髙島屋ブランドを活用し、有望地域への出店も視

野に入れています。現在計画している案件は新宿店全館リニューアル、大阪店 TE 館計画、東京店北新館計画、

博多出店プロジェクトであります。こうした取り組みに総額９００億円を投資、１，０００億円の売上確保を見

込みます。 
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（３） グループ事業強化のための投資 

グループ事業では、東神開発㈱によるＳＣ事業を、百貨店事業に次ぐ第２のコア事業として位置づけ、新たな

成長を目指します。 
東神開発㈱で６５０億円、グループ事業全体で７００億円の投資を実施、年間２００億円の賃貸収入増を見込

みます。 
その他に、収益性向上を図るためのシステム投資・投融資で５００億円を計画しています。この結果、投資総

額は７年間で３，０００億円となります。必要資金は、内部留保等の２，７００億円に加え、遊休資産の売却等

により７５０億円の調達を見込みます。また、有利子負債も１，５００億円まで引き下げます。これらの取り組

みにより、今後７年間で投資に見合ったリターン確保と財務体質の改善を図ります。 
 
 
＜投資額＞                         ＜資金調達＞ 

 百貨店事業    １，８００億円              内部留保等 
 グループ事業     ７００億円              百貨店事業   ２，２００億円 
 システム・投融資   ５００億円              グループ事業    ５００億円 
 合   計    ３，０００億円              合   計   ２，７００億円 
 
＜有利子負債返済＞   ４５０億円              遊休資産売却等   ７５０億円 

  総   額    ３，４５０億円              総   額   ３，４５０億円 
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７．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
（１）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 
当社は、経営における透明性の向上、経営管理機能の強化を経営上の重要な課題であると認識し、コーポレート・

ガバナンスの充実に向けた取り組みを進めております。百貨店事業を中核とする当社グループにおいては、お客様の

視点に立った経営を進めるため、現在、経営の意思決定と店頭を中心とした現場での業務執行を分離しない体制をと

っており、今後も当社にとって現場の課題を経営が迅速に把握していく体制は必須であると考えております。一方で、

様々な経営環境の変化に迅速に対応し、お客様や株主などステークホルダーの皆様のご期待に応えていくためには、

当社にとって最良の形でのガバナンス強化を図っていく必要があります。経営の｢透明性｣｢公正性｣｢迅速性｣を高め、

当社グループの企業価値最大化を図るべく、経営機構改革(コーポレートガバナンス改革)に向けて今後様々な視点から

十分な検討を行ってまいります。具体的には①経営機構の選択、②取締役の員数、③取締役の任期、④取締役会等の

会議体運営、⑤役員報酬制度、⑥役員退職慰労金の廃止等について検討を進めてまいります。 
 

（２）コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況 

 ①会社の機関の内容 

取締役会の機能強化及び活性化については、取締役のうち３名を社外取締役としており、経営戦略を社内とは別の

視点から検討するなどの役割を担っております。また、監査役については、４名の監査役のうち２名を社外監査役と

し、それぞれ独立した視点から取締役の業務執行を監視しております。 

経営の透明性については、平成１４年度に役員報酬の決定プロセス明確化に向けて「報酬検討会」を設置し、業績・

能力を反映させる「役員報酬基準」を策定して運用しております。「報酬検討会」の委員に社外役員を任命し、更な

る透明性確保に向けた取り組みを強化しております。今後は、代表取締役の個別報酬額開示等についても検討を進め

てまいります。その他、株主や投資家の皆様には、株主懇親会の開催、株主総会のマスコミ公開、インターネット配

信などの情報開示に取り組んでおります。 

 

 

 

代表取締役 

経営監視 選任・解任 

経営監視 選任・解任 

事業本部 

選 
任 
・ 
解 
任 

取締役会 

監

査 

役 

会 

会 

計 

監 

査 

人 

監査 

会計 
監査 

株 主 総 会 

業務 
会計・ 報酬決定 

報酬検討会 
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②内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

 コンプライアンス経営の強化については、平成９年度より業務監査室を設置し、法律や社内規則に従った業務遂行

に対する社内チェックを継続実施するとともに、企業行動についての具体的な検証項目を「行動計画」として策定し、

半期に一度、取締役会でその取組状況の確認を行なっております。 

さらに平成１５年度より、コンプライアンスの一元的推進を図るため、社長を委員長とする「髙島屋グループ企業

倫理委員会」を設置し、そのもとで「公正取引推進委員会」「個人情報保護委員会」「業務監査委員会」「企業倫理

小委員会」「環境・社会貢献委員会」「ＩＲ委員会」「危機管理委員会」の各委員会がスタッフ各部門と連携して、

ラインを通じてコンプライアンスの推進・徹底を図っております。その他に、内部通報窓口「コンプライアンス・ホ

ットライン」の設置、「コンプライアンスガイドブック」作成や継続的な教育実施など、ルール違反を「させない仕

組みづくり」「しない風土づくり」に積極的に取り組んでおります。なお、本年4月には「個人情報の保護に関する

法律」が完全施行されましたが、当社グループにおきましては、お客様からお預かりしている個人情報を紛失する事

案が発生しており、未だコンプライアンスに対する意識の徹底が不十分であったと認識しております。今後このよう

な事態が起こらぬよう、全力を挙げて個人情報の保護意識の徹底と管理体制の強化に努めてまいります。 

今後もコーポレートガバナンス強化に積極的に取り組み、すべてのステークホルダーの期待に応える、公正で透明

な企業活動を行なってまいります。 

 

＜コンプライアンス推進体制＞ 

 

 
 
 ③会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

当社と社外取締役及び社外監査役との間には、特別な利害関係はございません。 
 
 
 
 
 

 
 
 

《事業部門》 

コンプライアンス 

ホットライン  

（弁護士） 

髙島屋グループ企業倫理委員会（委員長：社長） 

公正取引 

推進委員会 

業務監査

委員会 

環境・社会

貢献委員会

ＩＲ  

委員会 

危機管理

委員会 

企業倫理

小委員会 

スタッフ各部 

店舗 

 
店舗 事業部 グループ会社 グループ会社 

 

調査・対応指示 
コンプライアンスの

推進・徹底 対応指示 
連絡 

通報 

リスク情報 

個人情報 

保護委員会 
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【経営成績及び財政状態】 
 
１． 経営成績 
（１）当中間連結会計期間の概況 

①業績の概要 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格が継続して高騰しているものの、企業業績の改善を背景に設

備投資等が好調に推移し、景気は緩やかな回復の兆しがみられます。個人消費も雇用情勢や家計所得改善にともなう

消費マインドの好転によって持ち直しております。しかしながら税・社会保障費負担増など先行きへの不安感が依然

として強い中、小売業界におきましては、販売チャネルや店舗の増加等、競争が激化し、引き続き楽観を許さない状

況が続いております。 
   百貨店業界におきましては、都心大型店の改装・増床計画の進行、大型商業施設の郊外への出店など、業界内だけ

でなく地域間・業態間競合がさらに激化したものの、個人消費の持ち直しや気候等の要因も影響し、全国百貨店売上

高は、当中間期の後半にかけて緩やかに回復しつつあります。 
このような環境の中、当社グループにおきましては、本年度より創業１８０周年に当る平成２３年度をターゲット

とした当社グループの将来像「髙島屋グループ長期プラン（＝新・成長戦略）」への取り組みをスタートいたしまし

た。初年度である本年度は、「お客様第一主義の徹底」を目標として、店舗の特徴化がお客様に明確に伝わる店づく

りを推進し、店舗の改装や宣伝活動の強化に取り組んでいます。中でも新宿店については、店舗コンセプトと顧客タ

ーゲットの大幅な変革「リ・アクシス（“軸”の変革）プラン」を策定し、平成１８年度よりその実現に向け全館リ

ニューアルを実施していきます。さらに本年度よりギフトビジネスのさらなる強化に向けてギフト推進室を設置し、

新規商材の開発や販売方法、システムの改善に取り組みました。またグループ事業におきましても、新たな発展と成

長に向け、各社において収支構造改革に継続して取り組みました。 
以上のような営業諸施策を実施し、営業収益は４９７,０５１百万円（実質前年同期比１．０％減）となりました。 

また、販売費及び一般管理費等の削減に努めた結果、経常利益は１６,７０６百万円（前年同期比１８．１％増）とな

り、中間純利益は７,８６２百万円（前年同期比４５．６％増）となりました。 
事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 
②セグメント別の業績 

＜百貨店業＞ 

百貨店事業におきましては、大阪店では食料品フロアの全面改装及びファッションフロアの改装を行い、３月に全

館グランドオープンしました。食料品には洋菓子の「パティスリーミヤモト」、惣菜の「シェ・ワダ・ブティック」、

ワインの「タイユヴァン」等を導入しました。グランドオープン記念として文化催「大本山 相國寺と金閣・銀閣の

名宝展」を展開し、お客様に好評を博しました。東京店では、４月にパリのハンドバッグブランド「ゴヤール」を導

入、屋上は「トップアイランド」としてグリーンショップやガーデンカフェ、愛犬が遊べるドッグパークに改装、６

月には食料品フロアに「グラマシーニューヨーク」や酢の専門店「オークスハート」を導入し、品揃えや施設を充実

しました。4 月には「いけばなの根源 池坊展」を開催し、多くのお客様にご来店いただきました。横浜店では「シ

ャネル」ブティックや婦人服フロア、泉北店では食料品フロアを改装し、営業力強化に取り組みました。玉川店では

子供服フロアの品揃えを充実させ、リビングフロアには上質感のある台所用品「タマガワダイニング」など導入し、

平成15年度からの全館改装が完成しました。 
さらに、お客様にご満足いくお買物をしていただけるよう、各店には専門的な資格・知識を持った「シューフィッ

ター」「ワインアドバイザー」など販売スペシャリストを配置し、コンサルティング機能の強化を図りました。また、

「タカシマヤカード」及び「タカシマヤ《セゾン》カード」の会員獲得の強化とともに、顧客データベースを活用し

てお客様のお買物状況に応じた販売促進策の実施、商品情報やイベント情報の提供などに取り組みました。 
このような施策を実施しました結果、東京店、横浜店、新宿店、玉川店、岡山店、高崎店の店頭売上高が前年実績

を上回ることができました。また、分社した店舗を含む国内の百貨店事業売上高は前年同期比0.9％減となりましたが、  
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１６年度の前年同期比3.6％減から大きく改善いたしました。また、オンラインショップ「ｅ百華店」では、品揃えの

充実や宣伝強化による新規顧客の獲得等に積極的に取り組み、売上高は前年から倍増いたしました。 
 法人事業におきましては、主力の企業向け販売促進商品は、前年の売上を下回ったものの、企業制服の売上では、

積極的な営業活動が功を奏し、既存顧客に加え新たな企業からの受注により前年の売上高を上回り、全体では前年実

績を上回りました。 
また、タカシマヤ・シンガポールＬＴＤ．におきましては、シンガポール国内の好調な個人消費に支えられ、特選

ブティック、インテリア、婦人服が好調に推移するとともに、全館クリアランスセールも寄与し、売上高・営業利益

とも前年実績を大きく上回りました。 
以上の結果、営業収益は４４４,５３０百万円（前年同期比０．８％減）、営業利益は９,９３０百万円（前年同期

比２９．３％増）となりました。 

 

＜建装事業＞ 

建装事業におきましては、髙島屋スペースクリエイツ㈱が、売上高では昨年の大型物件を補う受注を確保できなか

ったものの、利益率の高い工事の受注に努めるとともに経費構造改革によって営業費を削減した結果、減収増益とな

りました。 
この結果、建装事業全体では、営業収益は１４,８０４百万円（前年同期比２３．８％減）、営業利益は２６９百万

円（前年同期比１１６．７％増）となりました。 

 

＜不動産業＞ 

不動産業におきましては、東神開発㈱が、玉川髙島屋ショッピングセンターをはじめとする国内ショッピングセン

ター事業を着実に推進するとともに、シンガポール髙島屋ショッピングセンターでの、テナントの好調な売上による

賃料収入増により、増収増益となりました。 
この結果、営業収益は１１,１７４百万円（前年同期比３２．６％増）、営業利益は２,８５４百万円（前年同期比

４．２％増）となりました。 

 

＜金融・リース業＞ 

金融・リース業におきましては、髙島屋クレジット㈱が、タカシマヤカードの年会費収入が増大したものの、取扱

高の減により減収減益となりました。 
この結果、営業収益は５,０１９百万円（前年同期比５．５％減）、営業利益は１,０６７百万円（前年同期比２９．

１％減）となりました。 

 

＜その他事業＞ 

通信販売事業におきましては、掲載商品内容とカタログ編集の抜本的な見直しを図ると同時に、効果的な宣伝や新

規顧客の積極的な獲得により、主力の婦人服、家庭用品、食料品が好調に推移し、売上高は前年実績を上回りました。

さらに利益率の高い商品の売上増により、増益となり赤字幅が縮小しました。 
 卸売事業では㈱グッドリブが、不採算のファッション・リビング商品の取り扱い中止により、営業収益は前年を下

回りました。一方で営業費を削減しましたが、大幅な減収減益となりました。 
 衣料品加工業では㈱タップが、ユニフォームの大口受注により、増収増益となりました。 
この結果、営業収益は２１,５２２百万円（前年同期比７．０％減）、営業利益は３１３百万円（前年同期比１０６．

８％増）となりました。 
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（２）通期の見通し 

下半期の景況につきましては、原油価格の高騰が懸念材料となるものの、企業の設備投資を中心とした国内需要の

回復や輸出の持ち直しにより、景気は緩やかな回復基調が継続するものと予想されます。しかしながら税・社会保障

費の負担増による個人消費の伸び悩みが懸念されることや業種・業態間競争の激化から、経営環境は引き続き厳しい

状況が続くものと思われます。 
 このような環境の中、当社グループといたしましては、「髙島屋グループ長期プラン（＝新・成長戦略）」を実現

するため、お客様第一主義を徹底し、百貨店事業を中心に増収への基盤作りを進めるべく全力を傾注するとともに、

収支構造改革を継続して推進し、持続的に利益が生み出せるよう体質強化を図ります。グループ事業におきましても、

事業構造の見直しにより更なる経営基盤の強化をめざします。 
主力の百貨店事業におきましては、地域一番のクラス感を具現化するため、上質でグレード感の高い店づくりに取

り組んでまいります。大阪店では「サロン・ル・シック」や婦人服フロアの改装、京都店では紳士服や婦人服フロア

のプレタゾーンの拡充、横浜店では「ティファニー」導入や食料品フロアの改装等、積極的に取り組んでまいります。

また、グループ力を活かした有力ブランドの共通展開として、婦人服「アマカ」や紳士服「ゼニア」の大型店への導

入、地域や店舗の特性に応じた特徴ある商品の導入、ギフト商材の開発等、お客様のニーズを反映した品揃えの強化

に努めてまいります。 
特に、岐阜店では地域のお客様のご期待にお応えできるよう、「暮らしと家族を楽しくする“百華店”」をコンセ

プトに、１・２階の増床及び全館改装を実施し、10月1日にグランドオープンいたしました。１階には婦人雑貨「コ

ーチ」「４℃」の導入や「フォション」のトータルブティックを展開するなど、上質でフルラインの品揃えを図ると

ともに、サービスメニューの強化や快適な店舗環境の実現に取り組みました。 

また、タカシマヤファンの獲得・拡大や集客力発揮に向けて、「奥田元宋回顧展～小由女
さ ゆ め

とともに」「モーリス・

ユトリロ展」などの魅力ある文化催や、「大マイセン展」「ショコラ大好き！ アムール・ド・ショコラ」「グルメの

ための味百選」など話題性ある催の開催、「タカシマヤ クリスマス ～LIVE LAUGH LOVE～」「髙島屋のお

歳暮」の展開など、洗練された広告・宣伝活動を推進いたします。また、「タカシマヤカード」「タカシマヤ《セゾ

ン》カード」は利便性の向上や特典の強化により、会員獲得と利用の促進を図ってまいります。さらに、販売・サー

ビスの向上のため、お客様からのお買い物や様々なご相談にお応えする「コンシェルジュ」を大型店に配置するとと

もに、商品特性やご要望に応じてコンサルティングやアドバイスができる「販売スペシャリスト」を売場に配置して

まいります。 
また、オンラインショップ「ｅ百華店」では、商材の拡充や魅力あるキャンペーンの展開、見やすく選びやすいコ

ンテンツ作りなどにより、売上高のさらなる増大を目指してまいります。 
    建装事業におきましては、髙島屋スペースクリエイツ㈱が、受注から生産、施工管理までの全工程で利益管理を徹

底するとともに、更なる営業費圧縮により、利益を生み出す事業構造を確立してまいります。 
不動産業におきましては、東神開発㈱が、新たな事業計画の実施とともに、髙島屋グループの開発計画に主体的に

参画・推進し、長期的視点に立ったグループ収益力拡大を目指してまいります。 
その他事業におきましては、通信販売事業が婦人服オリジナルブランドの新規展開を行う等、商品力の強化とカタ

ログ誌面の刷新に取り組んでまいります。これらの諸施策を通じ新たなお客様の獲得による営業力の強化を図るとと

もに、営業費の効率化により、安定的な利益を創出する事業構造へ変革してまいります。また卸売事業では、㈱グッ

ドリブが、１０月よりフーズ事業に特化した新社として再スタートし、フォションを中心とするブランド事業を柱と

した営業力強化と徹底したローコスト化による効率経営を目指してまいります。 
以上のような事業活動によりまして、通期の連結営業収益は１兆２１８億円（実質前年同期比０.３％の減）、経常

利益は３４６億円（前年同期比５.９％の増）、当期純利益は１７６億円（前年同期比２６.２％の増）を見込んでお

ります。 
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（注）この資料に掲載されている業績予想に関する記述は、当社グループが現時点で入手可能な情報から 
   得られた判断に基づいておりますが、リスクや不確実性を含んでおります。よって実際の業績は 
   様々な要因により、記述されている業績予想とは大きく異なる結果となり得ることをご承知おき 
   下さい。 
   実際の業績に影響を与え得る重要な要因には、当社グループの事業を取り巻く経済環境、市場動向、為替レー

トの変動などが含まれます。 
 
２． 財政状態 

 
キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の資産は、７６６，６７７百万円と前連結会計年度末に比べ４，８０６百万円減少しました。

これは季節要因により受取手形及び売掛金が４,４９９百万円減少したこと、たな卸資産が４,２６９百万円減少した

こと等によるものです。負債については、５６０，５７６百万円と前連結会計年度末に比べ１５,０９４百万円の減少

となりました。これは主に社債及び長期借入金の減少によるものです。資本合計については、２０５,６４７百万円と

前連結会計年度末に比べ１０,２３９百万円増加しました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、１６,３５９百万円の収入となり、前年同期に比べ１０,０２６百万円の増

加となりました。主な増加の要因は、経常利益の増加額２,５６１百万円、売上債権・たな卸資産・仕入債務の増減額

差額９,２５３百万円による増加に対し、法人税等の支払額の増加による減少３,３０１百万円によるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、１,４２８百万円の収入となり、前年同期に比べ８,５２９百万円の増加と

なりました。主な要因は、有形・無形固定資産の売却による収入が９,１３２百万円と２,４１２百万円増加した一方

で、有形・無形固定資産の取得による支出が８,４６８百万円と４,９０７百万円減少したことによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、８,７３９百万円の支出となり、前年同期に比べ５,７６０百万円の支出の

減少となりました。主な要因は、社債の償還による支出が５,０００百万円と５,６００百万円減少したことによるも

のです。 

以上の結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ９,７２７百万円増加し、  

７０,９８２百万円となりました。 

 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は下記のとおりです。 

 平成14年2月期 平成15年2月期 平成16年2月期 平成17年2月期 平成17年8月期

株主資本比率（％） 20.3 21.6 22.9 25.3 26.8

時価ベースの株主資本比率（％） 23.3 17.6 37.1 41.7 49.2

債務償還年数（年） 7.3 3.3 5.1 7.5 ―

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 6.4 12.8 9.1 6.2 8.8

株主資本比率           ：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率     ：株式時価総額／総資産 

債務償還年数           ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており  

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている短期借入金、一年内償還社債、社債、長期借入金、コマ

ーシャルペーパーを対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支

払額を使用しております。 
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
                                                   （単位 百万円） 

      期 別

科 目 

当中間連結会計期間末

（１７．８．３１） 

前中間連結会計期間末

（１６．８．３１）
増 減 高 

前連結会計年度 

（１７．２．２８） 
増 減 高 

（資産の部）              

流 動 資 産         206,895 186,446 20,448 203,532 3,362

現 金 及 び 預 金           71,218 42,181 29,037 61,303 9,914

受取手形及び売掛金           61,088 69,224 △   8,136 65,588 △   4,499

有 価 証 券           2,000 453 1,546 2,001 △       0

た な 卸 資 産           39,801 42,929 △   3,127 44,071 △   4,269

 短 期 貸 付 金            991 510 481 516 474

 繰 延 税 金 資 産            6,910 6,430 480 5,684 1,226

 そ の 他            25,748 26,106 △     358 25,713 35

貸 倒 引 当 金           △     865 △   1,390 524 △   1,346 480

固 定 資 産          559,782 586,706 △  26,924 567,951 △   8,169

有形固定資産         272,260 288,096 △  15,835 281,895 △   9,634

建 物 及 び 構 築 物           115,919 121,830 △   5,911 117,708 △   1,789

 機械装置及び運搬具            192 2,368 △   2,175 2,500 △   2,307

 器 具 及 び 備 品            8,472 17,280 △   8,808 15,232 △   6,759

土 地           143,907 144,237 △     330 143,894 12

 建 設 仮 勘 定            3,769 2,378 1,390 2,559 1,209

無形固定資産         11,423 13,144 △   1,721 12,359 △     936

 借 地 権            6,227 6,227 ― 6,260 △      33

連 結 調 整 勘 定           1,288 1,687 △     399 1,335 △      47

そ の 他           3,907 5,229 △   1,322 4,763 △     855

投資その他の資産 276,098 285,465 △   9,366 273,695 2,402

投 資 有 価 証 券           82,450 88,739 △   6,288 76,811 5,638

長 期 貸 付 金           78,942 79,928 △     986 79,964 △   1,021

長 期 保 証 金           103,679 104,726 △   1,046 104,191 △     512

 繰 延 税 金 資 産            15,780 16,623 △     843 17,395 △   1,615

そ の 他           7,526 7,088 438 7,101 425

貸 倒 引 当 金           △   12,281 △   11,640 △     640 △   11,768 △     512

資 産 合 計         766,677 773,152 △   6,475 771,483 △   4,806
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                                          （単位 百万円） 
              期 別

科 目 

当中間連結会計期間末

（１７．８．３１） 

前中間連結会計期間末

（１６．８．３１）
増 減 高 

前連結会計年度 

（１７．２．２８） 
増 減 高 

（負債の部）              

流 動 負 債         333,229 308,638 24,590 331,366 1,863

支払手形及び買掛金           97,926 101,611 △   3,684 97,406 519

短 期 借 入 金           43,327 28,864 14,462 35,245 8,082

社債（１年内償還）                      15,000 5,000 10,000 15,000 ―

未 払 法 人 税 等           5,094 2,484 2,609 5,608 △     513

 未 払 消 費 税 等            1,977 1,800 176 1,962 15

 未 払 費 用            8,056 8,320 △     264 10,595 △   2,539

前 受 金           62,797 61,766 1,031 62,771 25

商 品 券           45,051 45,054 △       2 43,498 1,553

 預 り 金            22,232 22,522 △     289 22,962 △     730

役 員 賞 与 引 当 金            21 ― 21 82 △      60

ポイント金券引当金            2,712 2,802 △      90 2,955 △     243

そ の 他           29,032 28,411 620 33,277 △   4,245

固 定 負 債         227,346 273,464 △  46,117 244,304 △  16,958

社 債           28,000 43,000 △  15,000 33,000 △   5,000

長 期 借 入 金           100,199 124,373 △  24,174 110,307 △  10,107

退 職 給 付 引 当 金           57,986 67,065 △   9,079 59,673 △   1,687

 役員退職慰労引当金           451 475 △      23 571 △     119

 持分法適用に伴う負債            317 316 0 317 0

 繰 延 税 金 負 債            107 435 △     328 284 △     176

  再評価に係る繰延税金負債            4,327 4,214 113 4,185 142

そ の 他           35,955 33,582 2,373 35,965 △       9

負 債 合 計         560,576 582,103 △  21,526 575,670 △  15,094

（少数株主持分）  

少数株主持分         453 360 93 405 48

（資本の部）            

資 本 金             39,085 39,085 ― 39,085 ―

資 本 剰 余 金                         28,151 28,141 9 28,149 1

利 益 剰 余 金            116,549 102,296 14,252 109,727 6,821

土 地 再 評 価 差 額 金               5,978 6,162 △     183 6,120 △       142

その他有価証券評価差額金             16,243 15,983 259 13,262 2,980

為 替 換 算 調 整 勘 定                       △      74 △     756 681   △   679 605

自 己 株 式             △     286 △     223 △      62 △   258 △      27

資 本 合 計         205,647 190,689 14,957 195,407     10,239

負債、少数株主持分及び資本合計 766,677 773,152 △   6,475 771,483 △   4,806
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中 間 連 結 損 益 計 算 書  
                                    （単位 百万円） 

期 別 

科 目 

当中間連結会計期間

(17.3.1～17.8.31) 

前中間連結会計期間

(16.3.1～16.8.31)
増 減 高 増 減 率（％） 

前連結会計年度 

(16.3.1～17.2.28)

売 上 高           476,242 484,434 △   8,192 △       1.7   986,098

その他の営業収入           20,808 19,917 890 4.5 40,254

   営 業 収 益 計         497,051 504,352 △   7,301 △       1.4 1,026,353

売 上 原 価           345,332 373,611 △  28,278 △       7.6 718,168

販売費及び一般管理費 137,334 118,986 18,348 15.4 279,188

 営 業 費 用 計         482,667 492,597 △   9,930 △       2.0   997,356

営 業 利 益            14,384 11,755 2,629 22.4 28,996

受取利息及び配当金 1,491 1,479 11 0.8 2,647

持分法による投資利益            1,062 918 143 15.6 1,859

そ の 他 営 業 外 収 益            3,682 3,741 △      58 △       1.6 6,828

 営業外収益計         6,236 6,139 96 1.6 11,335

支 払 利 息            1,896 2,056 △       159 △       7.7 4,014

そ の 他 営 業 外 費 用            2,016 1,693 323 19.1 3,644

 営業外費用計         3,913 3,749 164 4.4 7,658

経 常 利 益            16,706 14,144 2,561 18.1 32,673

特 別 利 益           100 2,609 △   2,509 △      96.1 10,693

特 別 損 失           5,728 6,641 △       913 △      13.7 18,161

税金等調整前中間(当期)純利益 11,078 10,112 965 9.5 25,204

法人税、住民税及び事業税 5,033 2,687 2,345 87.3 7,645

法 人 税 等 調 整 額             △   1,875 2,025 △   3,901 ―      3,568

少数株主利益（損失△） 58 △        1 60 ― 43

中間（当期）純利益 7,862 5,401 2,461 45.6 13,946
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中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 
                                                                           （単位 百万円） 

期 別 

科 目 

当中間連結会計期間 

(17.3.1～17.8.31) 

前中間連結会計期間

(16.3.1～16.8.31)
増 減 高 増 減 率（％） 

前連結会計年度 

(16.3.1～17.2.28)

（資本剰余金の部）   

資本剰余金期首残高 28,149 28,138 10 0.0 28,138

資 本 剰 余 金 増 加 高 1 2 △        0 △     28.1 10

自 己 株 式 処 分 差 益 1 2 △        0 △     28.1 10

資 本 剰 余 金 減 少 高 ― ― ― ― ―

資本剰余金中間期末（期末）残高 28,151 28,141 9 0.0 28,149

（利益剰余金の部）   

利益剰余金期首残高 109,727 97,744 11,983 12.3 97,744

利益剰余金増加高 7,990 5,747 2,242 39.0 14,335

中 間 (当 期 )純 利 益 7,862 5,401 2,461 45.6 13,946

土地再評価差額金取崩高 ― 346 △      346 ― 388

連結子会社増加に伴う増加高 127 ― 127 ― ―

利益剰余金減少高 1,168 1,195 △       26 △      2.2 2,351

配 当 金 1,155 1,155 △        0 △      0.0 2,311

役 員 賞 与 ― 39 △       39 ― 39

連結子会社増加に伴う減少高  0 ― 0 ― ―

非連結子会社合併による減少高 12 ― 12 ― ―

利益剰余金中間期末（期末）残高 116,549 102,296 14,252 13.9 109,727
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中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 
                                           （単位 百万円） 

                期  別 
科  目 

当中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 
前中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31） 

前連結会計年度 

（16.3.1～17.2.28）

１１，０７８

６，８４１

２３

４７

３２

△     ６９

△  １，７０６

△    １１９

△    ２４５

△  １，４９１

１，８９６

△  １，０６２

３０

１，４９９

２０

△      ２

２４２

―

２，８２６

４，３４３

１９２

―

△  ２，４８５

 

１０,１１２ 

７,９２４ 

― 

３５２ 

△    ２６６ 

― 

△ ３,５７８ 

３４ 

△     １７６ 

△   １,４７９ 

２,０５６ 

△     ９１８ 

△     ６７１ 

２,１８６ 

― 

△     ４４５ 

０ 

△     ６３９ 

△   ３,０９３ 

３,９７３ 

△   ２,７７０ 

△      ３９ 

△   ３,３５２ 

２５,２０４

１５,７１３

３,３７４

７０４

△     １８２

８２

△ １０,９７１

１３０

△      ２３

△  ２,６４７

  ４,０１４

△  １,８５９

△  １,００１

３,５５４

９７２

△   ７,９６８

     ５６７

△     ６３９

２,０５４

２,４５０

△   ６,６３４

△      ３９

４,４１９

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 
税金等調整前中間（当期）純利益 
減 価 償 却 費                    

 減 損 損 失                     
連 結 調 整 勘 定 償 却 額                    
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 
役 員 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 
退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額 

   役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 
ポ イ ン ト 金 券 引 当 金 の 減 少 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                    
支 払 利 息                    
持 分 法 に よ る 投 資 利 益                    
固 定 資 産 売 却 損 益 
固 定 資 産 除 却 損                    
固 定 資 産 評 価 損 
有価証券・投資有価証券売却益                     
投 資 有 価 証 券 評 価 損                    
連 結 子 会 社 株 式 売 却 益 
売 上 債 権 の 増 減 額                     
た な 卸 資 産 の 減 少 額                     
仕 入 債 務 の 増 減 額 
役 員 賞 与 の 支 払 額                    
その他営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 

小       計 
   利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 

利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 

２１，８９４

１，９９７

△  １，８５２

△  ５，６７９

９,２０８ 

１,５６２ 

△   ２,０５９ 

△   ２,３７８ 

３１,２７３

２,７３８

△  ４,１１４

△  ４,２０５

営業活動によるキャッシュ・フロー １６，３５９ ６,３３２ ２５,６９２

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出                    
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入                    
有価証券・投資有価証券等の取得による支出 
有価証券・投資有価証券等の売却による収入 

 有形・無形固定資産の取得による支出                    
有形・無形固定資産の売却による収入                       
長 期 貸 付 に よ る 支 出                    
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                    
その他投資活動によるキャッシュ・フロー                     

△   ２０４

１６

△     ４９

６

△  ８，４６８

９，１３２

△    ３０

１，０２６

―

 

△      ３３ 

２１ 

△   ３,０１４ 

１,６４０ 

△ １３,３７６ 

６,７１９ 

△      ６３ 

１,００４ 

― 

△     ６０

５５

△  ４,０７０

１６,１５５

△ １９,１８９

７,６１１

△    １３８

１,０３９

４２

投資活動によるキャッシュ・フロー １，４２８ △   ７,１００ １,４４５
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                     期  別 
科  目 

当中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31） 

前連結会計年度 

（16.3.1～17.2.28）

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 
   短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 

長 期 借 入 に よ る 収 入                    
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出                    
社 債 の 償 還 に よ る 支 出                    
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 
配 当 金 の 支 払 額                    
その他財務活動によるｷｬｯｼｭ・ ﾌﾛｰ 

２５３

１１，４００

△ １４，２０１

△ ５，０００

１

△ １，１５５

△     ３７

 

１３２ 

１,５００ 

△  ４,３３２ 

△ １０,６００ 

１ 

△  １,１５５ 

△      ４６ 

△    ２,９７８

  ３,４００

△  １０,７４６

△  １０,６００ 
９ 

△   ２,３１１

△       ７８

財務活動によるキャッシュ・フロー △  ８，７３９ △ １４,４９９ △  ２３,３０５

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                     １６９ ２３ ５２

Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額                   ９，２１７ △ １５,２４４ ３,８８４

Ⅵ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                     ６１，２５５ ５７,３７０ ５７,３７０

Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額                      ５０９ ― ―

Ⅷ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ７０，９８２ ４２,１２５ ６１,２５５
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社          ３０社（髙島屋スペースクリエイツ㈱、東神開発㈱、㈱グッドリブ他） 

非連結子会社     ７社 

当社は、㈱タック、㈱関東テレホンコミュニケーションセンター、ティーズインターナショナル㈱、たまがわ

生活文化研究所㈱をいずれも重要性の観点から非連結子会社としておりましたが、連結決算の透明性を高めるた

めに、平成１７年３月より連結子会社としました。タカシマヤ・ニューヨーク・LLCは、業務を開始し重要性が増

したため、新たに連結子会社としました。また、ユタカ建設工業㈱は、平成１７年３月に清算結了しましたので

連結子会社から除外しました。 

非連結子会社は総資産、売上高、利益額、利益剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として中間

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
 

２．持分法の適用に関する事項 
（１）持分法を適用した関連会社 

関 連 会 社           ９社（㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ東海髙島屋、㈱伊予鉄髙島屋、大葉髙島屋百貨股份有限公司他） 

（２）持分法非適用会社及び持分法を適用しない理由 

非連結子会社     ７社 

関 連 会 社           ８社 
持分法非適用会社は利益額及び利益剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち髙島屋スペースクリエイツ㈱は、９月中間決算のため仮決算を行い連結しております。また、

子会社の中間決算日が中間連結決算日と異なり、仮決算を行っていないものについては、中間連結決算日までの

間に生じた重要な取引について連結上必要な調整を行っております。なお、当中間連結会計期間より、連結子会

社のうち、㈱サンローゼ・ピーアンドシー、㈱タップ、㈱センチュリーアンドカンパニー及び㈱ホテルシーガル

髙島屋につきましては６月３０日から８月３１日に、また、㈱アール・ティー・コーポレーションにつきまして

は７月３１日から８月３１日にそれぞれ中間決算日を変更しております。 
４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有 価 証 券       
満期保有目的の債券 償却原価法 
その他有価証券 （時価のあるもの） 

中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理 
 し、売却原価は主として移動平均法により算定しております。） 
 （時価のないもの） 
    主として移動平均法による原価法 

②デリバティブ       時価法 
③たな卸資産 
商 品       主として売価還元法及び個別法による原価法 
製 品       主として先入先出法による原価法 
貯 蔵 品       先入先出法による原価法 
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 主として定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

 よっております。 

②無形固定資産       定額法を採用しております。 

 なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

 す。但し、将来の収益獲得または費用削減が確実なコンピュータソフトウェア開発

 費については、５年間で均等償却しております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ポイント金券引当金 
ポイント金券の発行に備えるため、当中間連結会計期間末におけるポイント残高に対する将来の金券発行見積

り額のうち費用負担となる原価相当額を計上しております。 
④退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
   過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１０年）によ

る定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１０年）

による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 
⑤役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 
（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
（５）重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、為替予約取引については振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を行っております。また、

金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用しております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 デリバティブ取引（為替予約取引及び金利スワップ取引） 
ヘッジ対象     外貨建債権・債務及び借入金の支払金利 

③ヘッジ方針 
当社及び連結子会社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジすることとして

おります。 
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④ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎連結会計年度末（中間連結会計期間末を含む）に個別取引毎の    

ヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債、または予定取引に関する重要    

な条件が同一であり、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の判定を省略しております。 
⑤リスク管理体制 
重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い、各社の取締役会決議また    

は稟議決裁を行い、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社管理本部財務部で取引残高を把握し管理し

ております。また、通常の外貨建営業債権債務に係る将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替予約取引

についても、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社管理本部財務部で取引残高を把握し管理しており

ます。 
 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、 かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲としております。 
 
６．その他 
  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

追加情報 

（売上原価、販売費及び一般管理費の計上区分の変更） 

 従来、当社は中間連結財務諸表作成に当たり各連結会社での損益区分に基づき連結損益項目を表示しておりまし

たが、前連結会計年度の下期より、親会社からの販売管理活動や一般管理活動に関する受託業務に係る費用は、販

売費及び一般管理費として表示することといたしました。 

 なお、当中間連結会計期間と同一の基準によった場合と比べて、前中間連結会計期間の売上原価が20,764百万円

多く、販売費及び一般管理費が同額少なく計上されていますが、営業利益以下の損益に与える影響はありません。

また、セグメント情報への影響はありません。 

 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法） 

 ｢地方税法等の一部を改正する法律｣（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1

日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当中間連結会計期間から｢法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い｣（平成16年2月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

 これにより当中間連結会計期間の販売費及び一般管理費が 421 百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益が、421百万円減少しております。 
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中間連結貸借対照表注記 

 

摘    要 
当中間連結会計期間末

(17.8.31) 

前中間連結会計期間末 

(16.8.31) 

前連結会計年度 

(17.2.28) 

１．有形固定資産減価償却累計額 １７６,１４３百万円 １８１，６０４百万円 １８５,０５９百万円

２．自己株式の数  

所有株式の数  

自己株式 ７４１,３３０株 ６９２,６７４株 ７１７,７８４株

３．担保資産及び担保付債務  

①担保に供している資産  

短 期 貸 付 金         ３５百万円 ３５百万円 ３５百万円

建物及び構築物 １０,２６９百万円 １０，２６４百万円 １０,３９１百万円

土 地 ２０,６８６百万円 ２０，６８６百万円 ２０,６８６百万円

長 期 貸 付 金         ４６,１６１百万円 ４６，７１２百万円 ４６,７１２百万円

長 期 保 証 金         ６４,８００百万円 ６４，８００百万円 ６４,８００百万円

合   計 １４１,９５３百万円 １４２，４９９百万円 １４２,６２６百万円

②担保付債務  

短 期 借 入 金 ３,５８８百万円 ４，０５７百万円 ３,９３４百万円

長 期 借 入 金         ５８,１９３百万円 ６１，７８２百万円 ５８,９８４百万円

合   計 ６１,７８２百万円 ６５，８４０百万円 ６２,９１８百万円

４．供託している資産  

以下の資産を、割賦販売法等に基 

づいて供託しております。 

 

現 金 及 び 預 金         ４６百万円 ３１百万円 ３６百万円

有 価 証 券          ― １９百万円 ―

投 資 有 価 証 券         ８,８１４百万円 ６，８０２百万円 ８，８１４百万円

長 期 保 証 金         １９百万円 １９百万円 １９百万円

合   計 ８,８８０百万円 ６，８７３百万円 ８，８７０百万円

５．偶発債務  

①銀行借入金等に対する連帯保証  

 １５４百万円 １６６百万円 １３９百万円

②従業員の住宅ローンに対する 

 連帯保証 ２,０６０百万円

 

２,５７７百万円 ２,３４９百万円

合   計  ２,２１５百万円 ２,７４３百万円 ２,４８９百万円
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摘    要 
当中間連結会計期間末

(17.8.31) 

前中間連結会計期間末 

(16.8.31) 

前連結会計年度 

(17.2.28) 

６．売掛債権等の流動化 当中間連結会計期間末

の受取手形及び売掛

金、長期保証金（一年

内含む）残高は、売掛

債権等の流動化（信託

方式及び譲渡方式）に

よりそれぞれ28,821百

万円及び 2,893 百万円

減少しております。 

当中間連結会計期間末

の受取手形及び売掛

金、長期保証金（一年

内含む）残高は、売掛

債権等の流動化（信託

方式及び譲渡方式）に

よりそれぞれ30,135百

万円及び 3,890 百万円

減少しております。 

当連結会計年度末の受

取手形及び売掛金、長

期保証金（一年内含む）

残高は、売掛債権等の

流動化（信託方式及び

譲渡方式）によりそれ

ぞれ26,871百万円及び

3,467 百万円減少して

おります。 
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中間連結損益計算書注記 

 

摘    要 
当中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前中間連結会計期間

（16.3.1～16.8.31）

前連結会計年度 

（16.3.1～17.2.28） 

１．特別利益の内訳 

固 定 資 産 売 却 益 １０百万円 １,５１５百万円 １,９１９百万円

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ２百万円 ４４５百万円 ７,９６８百万円

関 係 会 社 株 式 売 却 益 ― ６３９百万円 ６３９百万円

貸 倒 引 当 金 戻 入 益             ９百万円 ２百万円 ２８百万円

そ の 他             ７８百万円 ６百万円 １３７百万円

合      計 １００百万円 ２,６０９百万円 １０,６９３百万円

２．特別損失の内訳 

固 定 資 産 売 却 損              ４１百万円  ８４４百万円  ９１７百万円

固 定 資 産 除 却 損            １,４９９百万円  ２,１７６百万円  ３,５５４百万円

固 定 資 産 評 価 損             ２０百万円 ― ２５７百万円

原 状 回 復 費 用 ６９４百万円 １,４６０百万円 １,９８７百万円

減 損 損 失             ２３百万円 ― ３,３７４百万円

関係会社株式評価損             ２３９百万円 ― ５６６百万円

投資有価証券評価損             ２百万円 ０百万円 ０百万円

事 業 構 造 改 革 損             ３,１５０百万円 １,７８５百万円 ５,７１４百万円

退職給付制度変更損             ― ― ５０８百万円

そ の 他             ５６百万円 ３７５百万円 １,２７９百万円

合      計 ５,７２８百万円 ６,６４１百万円 １８,１６１百万円

３． 特別損失「固定資産評価損」

の内訳 

電話加入権に係る評価損で

あります。 

― 電話加入権に係る評価損で

あります。 

４． 特別損失「事業構造改革損」

の内訳 

早期退職制度に伴う割増金

1,680百万円、事業再編に伴

う諸掛費 945 百万円及び棚

卸資産評価損 524 百万円で

あります。 

早期退職制度に伴う

割増金1,785百万円で

あります。 

早期退職制度に伴う割増金

4,999百万円、及び固定資産

評価損 714 百万円でありま

す。 

５．減損損失について 当社及び連結子会社は、

以下の資産グループについ

て減損損失を計上しまし

た。 

（百万円）

場所 

 

 

用途 種類

 

 

減損 

損失 

 

連結 

子会社 

大阪府 

大阪市 

ソフト 

ウェア 

無形固定

資産 

その他 

23

 

― 当連結会計年度におい

て、当社及び連結子会社は

以下の資産グループについ

て減損損失を計上しまし

た。 
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摘    要 
当中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前中間連結会計期間

（16.3.1～16.8.31）

前連結会計年度 

（16.3.1～17.2.28） 

 当社及び連結子会社は、

キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、主と

して店舗等を基本単位とし

てグルーピングしておりま

す。営業活動から生ずる損

益が継続してマイナスとな

る見込みである資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額

を減損損失23百万円として

計上しました。 

なお、当該資産グループ

の回収可能価額はないもの

としております。 

 

           （百万円）

場所 

 

 

用途 種類

 

 

減損 

損失 

 

㈱髙島屋 

堺店 

大阪府 

堺市 

店舗等 建物 

その他

923

304

㈱髙島屋 

立川店 

東京都 

立川市 

店舗等 建物 

その他

1,588

207

その他 店舗等 土地 

建物 

その他

130

133

86

当社及び連結子会社は、

キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、主と

して店舗を基本単位として

グルーピングしておりま

す。営業活動から生ずる損

益が継続してマイナスとな

る見込みである資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額

を減損損失 3,374 百万円と

して計上しました。 

回収可能価額は、店舗等

については使用価値を、遊

休資産については正味売却

価額を適用しております。

なお、使用価値については、

将来キャッシュ・フローを

４％で割り引いて算定して

おります。 

また、正味売却価額につい

ては、路線価方式による相

続税評価額を使用しており

ます。 
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中間連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書上の現金及び現金同等物の中間期末残高と 

中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

摘    要 
当中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31） 

前連結会計年度 

（16.3.1～17.2.28） 

現 金 及 び 預 金               ７１,２１８百万円 ４２,１８１百万円 ６１,３０３百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △   ２３６百万円 △    ５５百万円 △    ４８百万円

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ７０,９８２百万円 ４２,１２５百万円 ６１,２５５百万円

 
リース取引に関係する注記 
１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 （借 主 側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額及び中間期末(期末)残高相当額  
（単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(17.8.31) 

前中間連結会計期間 
(16.8.31) 

前連結会計年度 
(17.2.28) 

機械装置及び運搬具 
  取 得 価 額 相 当 額           
  減価償却累計額相当額 
  減損損失累計額相当額 

 
８０４ 
５８７ 

― 

 
２４４ 
１０２ 

― 

 
３６２ 
１２７ 

― 
  中間期末(期末)残高相当額 ２１６ １４１ ２３５ 
器 具 及 び 備 品          
  取 得 価 額 相 当 額           
  減価償却累計額相当額 
  減損損失累計額相当額 

 
１０,４５１ 
６,６５２ 

１３４ 

 
１,５３８ 

６５８ 
― 

 
１,９３７ 

９１９ 
１２７ 

  中間期末(期末)残高相当額 ３,６６４ ８８０ ８９０ 
合 計           
  取 得 価 額 相 当 額           
  減価償却累計額相当額 
  減損損失累計額相当額 

 
１１,２５５ 
７,２４０ 

１３４ 

  
１,７８２ 

      ７６０ 
― 

 
２,２９９ 
１,０４７ 

１２７ 
  中間期末(期末)残高相当額 ３,８８１ １,０２２ １,１２５ 

  （注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占め 
る割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

      
  ②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額及びリース資産減損勘定中間期末（期末）残高（単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(17.8.31) 

前中間連結会計期間 
(16.8.31) 

前連結会計年度 
(17.2.28) 

１ 年 内             １,７７５ ３１９ ３３５ 
１ 年 超             ２,２０２ ８１７ ７９０ 
合 計             ３,９７７ １,１３６ １,１２５ 

リース資産減損勘定中間期末（期末）残高 ９６ ― １２７ 

  （注）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産 
の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 
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  ③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失    （単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(17.8.31) 

前中間連結会計期間 
(16.8.31) 

前連結会計年度 
(17.2.28) 

支 払 リ ー ス 料             ９８０ １５６ ３９６ 
ﾘｰｽ資産減損勘定の取崩額 ３７ ― ― 
減 価 償 却 費 相 当 額             ９４３ １５６ ３９６ 
減 損 損 失              ６ ― １２７ 

   
④減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 
（貸 主 側） 

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末(期末)残高           （単位 百万円）       

摘    要 
当中間連結会計期間 

(17.8.31) 

前中間連結会計期間 
(16.8.31) 

前連結会計年度 
(17.2.28) 

器 具 及 び 備 品          
  取 得 価 額        
  減価償却累計額         

 
― 
― 

 
７,４７８ 
２,４６７ 

 
７,９５１ 
３,３４９ 

  中間期末(期末)残高 ― ５,０１０ ４,６０１ 
合 計           
  取 得 価 額        
  減価償却累計額         

 
― 
― 

 
７,４７８ 
２,４６７ 

 
７,９５１ 
３,３４９ 

  中間期末(期末)残高 ― ５,０１０ ４,６０１ 

 
 

  ②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額                     （単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(17.8.31) 

前中間連結会計期間 
(16.8.31) 

前連結会計年度 
(17.2.28) 

１ 年 内             ― １,２８０ １,２８５ 
１ 年 超             ― ３,８５６ ３,５９１ 
合 計             ― ５,１３６ ４,８７７ 

  （注）１．未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高及び見積残存 
価額の残高の合計額が営業債権の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、受取利子込 
み法により算定しております。 

 
  ③受取リース料及び減価償却費                          （単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(17.8.31) 

前中間連結会計期間 
(16.8.31) 

前連結会計年度 
(17.2.28) 

受 取 リ ー ス 料            ３１６ ５８５ １,２８６ 
減 価 償 却 費            ３１６ ５８５ １,２８６ 
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２． オペレーティングリース取引 
（借 主 側） 

・ 未経過リース料                                 （単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(17.8.31) 

前中間連結会計期間 
(16.8.31) 

前連結会計年度 
(17.2.28) 

１ 年 内             １３,９４０ １３,９９０ １３,９４０ 
１ 年 超             １３７,８０８ １５２,２０２ １４４,７７８ 
合 計             １５１,７４８ １６６,１９２ １５８,７１８ 

 

セ グ メ ン ト 情 報 

１． 事業の種類別セグメント情報 
当中間連結会計期間（自平成17年3月1日 至平成17年8月31日）              （単位 百万円） 
 

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・ 

リース業

その他 

事業 
計 

消去 

又は全社 
連 結 

営業収益及び営業損益 

営 業 収 益 

(1)外部顧客に対する 

営業収益 

(2)セグメント間の内部

営業収益又は振替高 

444,530

3,204

 

 

 

14,804 

 

1,835 

11,174

2,707

5,019

1,935

21,522

33,841

 

 

 

497,051 

 

43,524 

 

 

 

― 

 

(43,524) 

497,051

―

計 447,734 16,639 13,882 6,954 55,364 540,575 (43,524) 497,051

営 業 費 用       437,803 16,370 11,027 5,886 55,050 526,139 (43,472) 482,667

営 業 利 益 9,930 269 2,854 1,067 313 14,435 (51) 14,384

  （注）１．事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業及び 

金融・リース業に区分しました。 

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
    前中間連結会計期間（自平成16年3月1日 至平成16年8月31日）              （単位 百万円） 

 
百貨店業 建装事業 不動産業

金融・ 

リース業

その他 

事業 
計 

消去 

又は全社 
連 結 

営業収益及び営業損益 

営 業 収 益 

(1)外部顧客に対する 

営業収益 

(2)セグメント間の内部

営業収益又は振替高 

448,030

1,491

 

 

 

19,432 

 

2,577 

8,424

2,514

5,313

3,328

23,152

35,434

 

 

 

504,352 

 

45,345 

 

 

 

― 

 

(45,345) 

504,352

―

計 449,521 22,009 10,938 8,641 58,586 549,698 (45,345) 504,352

営 業 費 用       441,838 21,885 8,200 7,135 58,435 537,494 (44,897) 492,597

営 業 利 益 7,682 124 2,738 1,506 151 12,203 (448) 11,755

  （注）１．事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業及び 

金融・リース業に区分しました。 

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
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  前連結会計年度（自平成16年3月1日 至平成17年2月28日）               （単位 百万円） 

 
百貨店業 建装事業 不動産業

金融・ 

リース業

その他 

事業 
計 

消去又は 

全社 
連 結 

営業収益及び営業損益 

営 業 収 益 

(1)外部顧客に対する 

  営業収益 

(2)セグメント間の 

内部営業収益又は振替高 

 

 

 

917,828 

 

2,870 

 

 

 

34,581 

 

4,223 

16,974

4,984

11,017

6,288

45,950

70,637

 

 

 

1,026,353 

 

89,002 

 

 

 

― 

 

(89,002) 

1,026,353

―

計 920,698 38,804 21,958 17,305 116,588 1,115,356 (89,002) 1,026,353

営 業 費 用       900,069 38,386 16,749 14,694 115,545 1,085,446 (88,089) 997,356

営 業 利 益        20,628 417 5,209 2,611 1,042 29,909 (913) 28,996

（注）１．事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業及び 

金融・リース業に区分しました。 

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

   
２．所在地別セグメント情報 

 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における所在地別セグメント情報は、日本での

営業収益の金額が、全セグメントの営業収益の合計額の90％超であるため、記載を省略しております。 
 
 

 
３．海 外 営 業 収 益 
 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における海外営業収益は、連結営業収益の10％

未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。 
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生 産、受 注 及 び 販 売 の 状 況 

（１）生 産 実 績 
   （単位 百万円） 

生     産     高 
事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31）

前中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31） 

前連結会計年度 

（16.3.1～17.2.28）

建 装 事 業                

そ の 他 事 業              
１１,４１８

６４７

１３,８４４ 

４９２ 

２９,４４６

１,００１

合         計 １２,０６６ １４,３３６ ３０,４４７

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．金額は、販売価格によっております。  
４．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。 
 

（２）受 注 実 績                                  （単位 百万円） 
受  注  高 受 注 残 高 事業の種類別 

セグメントの名称 当中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31）

前中間連結会計期間

（16.3.1～16.8.31）

前連結会計年度 

（16.3.1～17.2.28）
当中間連結会計期間

（17.3.1～17.8.31）

前中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31） 

前連結会計年度 

（16.3.1～17.2.28）

建装事業 ９,９５２ １７,６８３ ２９,９７６ １１,８０５ １６,９５７ １５,４２２

合   計 ９,９５２ １７,６８３ ２９,９７６ １１,８０５ １６,９５７ １５,４２２

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 
   ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
   ３．その他事業は、見込み生産を行っておりますので、受注高・受注残高は含めておりません。 

４．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。 
 

（３）販 売 実 績 
（単位 百万円） 

販     売     高 
事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31）

前中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31） 

前連結会計年度 

（16.3.1～17.2.28）

百 貨 店 業              
建 装 事 業              
不 動 産 業              
金 融 ・ リ ー ス 業              
そ の 他 事 業              

４４４,５３０

１４,８０４

１１,１７４

５,０１９

２１,５２２

４４８，０３０ 

１９，４３２ 

８，４２４ 

５，３１３ 

２３，１５２ 

９１７，８２８

３４，５８１

１６，９７４

１１，０１７

４５，９５０

合         計 ４９７,０５１ ５０４，３５２ １，０２６，３５３

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．販売高には、営業収益を記載しております。 
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有  価  証  券 

 

１．時価のある有価証券 

（単位 百万円） 

区 分 
当中間連結会計期間 

（17.8.31） 

前中間連結会計期間 

（16.8.31） 

前連結会計年度 

（17.2.28） 

(1)満期保有目的の債券 

中間連結

貸借対照

表計上額
時 価 差 額 

中間連結

貸借対照

表計上額 
時 価 差 額 

連結貸借

対照表計

上額 
時 価 差 額 

①国債・地方債 

②社    債 

9,493

－

9,830 

－ 

336

－

9,493

－

9,787

－

294

－

9,493 

－ 

9,813

  －

319

－

計 9,493 9,830 336 9,493 9,787 294 9,493 9,813 319

(2)その他有価証券 取得原価

中間連結

貸借対照

表計上額 
差 額 取得原価

中間連結

貸借対照

表計上額 
差 額 取得原価 

連結貸借

対照表計

上額 
差 額 

①株 式 

②債 券 

国債・地方債 

社 債 

17,926

19

－

45,223 

 

19 

－ 

27,297

0

－

23,344

29

432

50,231

29

423

26,887

0

△  8

17,923 

 

19 

－ 

40,215

19

－

22,291

0

   －

計 17,945 45,243 27,297 23,807 50,685 26,878 17,943 40,234 22,291

 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（単位 百万円） 

内 容 
当中間連結会計期間 

（17.8.31） 

前中間連結会計期間 

（16.8.31） 

前連結会計年度 

（17.2.28） 
(1)子会社及び関連会社株式 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 23,560 22,717 22,924

計 23,560 22,717 22,924

(2)その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額  中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 6,153 6,296 6,160

計 6,153 6,296 6,160

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

また、下落率が30％～50％の株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・

最安値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付けや公表財

務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。 
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デ リ バ テ ィ ブ 取 引 関 係 

 
当中間連結会計期間末 （平成17年8月31日） 
（１）通貨関連 

ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
 

（２）金利関連 
   ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
 
前中間連結会計期間末 （平成16年8月31日） 
（１）通貨関連 

（単位 百万円） 

当 中 間 連 結 会 計 期 間（平成16年8月31日現在） 

契  約  額  等 区 分 種      類 

 うち１年超 
時   価 評 価 損 益 

市場取引以外

の取引 

 ス ワ ッ プ 取 引           

 

 受取円・支払シンガポール

ドル 

 

８８８ ―

 

 

５２ ５２

合         計 ８８８ ― ５２ ５２

（注）１．時価は当該デリバティブ取引に係る契約を約定した金融機関から提示された価格に基づき算定しておりま

す。 
２．上記の通貨スワップ取引の契約額等は、あくまで名目的な契約額であるため、当該金額自体が各々の取引

に係る市場リスクや信用リスクを表すものではありません。 
３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブは除いております。 

 
（２）金利関連 
   ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
 
 
 
前連結会計年度末 （平成17年2月28日） 

（１）通貨関連 
ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
 

（２）金利関連 
   ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

当中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前中間連結会計期間 

（16.3.1～16.8.31） 

前連結会計年度 

（16.3.1～17.2.28） 

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 

 ６６７円３７銭  ６１８円７３銭  ６３４円０９銭

1株当たり中間純利益 1株当たり中間純利益 1株当たり当期純利益 

２５円５１銭 １７円５２銭 ４５円２５銭

潜在株式調整後 

1株当たり中間純利益 

２４円３８銭 

潜在株式調整後 

1株当たり中間純利益 

１６円７３銭

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

４３円２３銭

1 株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

1 株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

1 株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

 連結損益計算書上の中間純利益  連結損益計算書上の中間純利益  連結損益計算書上の当期純利益 

７,８６２百万円 ５,４０１百万円 １３，９４６百万円

 普通株式に係る中間純利益  普通株式に係る中間純利益  普通株式に係る当期純利益 

      ７,８６２百万円       ５,４０１百万円 １３，９４６百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。    

  

普通株式の期中平均株式数 

３０８，１５６，６３６株 

普通株式の期中平均株式数 

３０８，２０４，４１６株

普通株式の期中平均株式数 

３０８，１９２，０５１株

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の算定に用いられた中間純利益調

整額の主要な内訳 

社債発行差金の償却益 

（税額相当額控除後） 

        △   ６百万円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の算定に用いられた中間純利益調

整額の主要な内訳 

社債発行差金の償却益 

（税額相当額控除後） 

        △   ６百万円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定に用いられた当期純利益調

整額の主要な内訳 

社債発行差金の償却益 

（税額相当額控除後） 

      △   １３百万円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の算定に用いられた普通株式増加

数の内訳 

転換社債型新株予約権付社債 

      １４，０５３，８０３株 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の算定に用いられた普通株式増加

数の内訳 

転換社債型新株予約権付社債 

      １４，０５３，８０３株

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定に用いられた普通株式増加

数の内訳 

転換社債型新株予約権付社債 

     １４，０５３，８０３株

 

 

 

 

 

ご参考 

 公 開 方 法   東京兜倶楽部及び大阪証券記者クラブ（記者発表） 

           東京商工会議所記者クラブ及び大阪商工記者会（記者発表） 


